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社会教育主事派遣要綱 新旧対照表

新 要 綱 現 要 綱

社会教育主事派遣要綱 地域教育コーディネーター派遣事業実施要綱

（趣旨） （趣旨）

第１条 この要綱は、市町村における社会教育行政及び生涯学習振興行政の推進を図るため、 第１条 この要綱は、地域における生涯学習・社会教育の推進向上を図るため、島根県教育委

島根県教育委員会（以下「県教育委員会」という。）が市町村教育委員会に対して行う社会 員会（以下「県教育委員会」という。）が市町村教育委員会に対して行う社会教育主事（社会

教育主事（社会教育主事補を含む。以下同じ。）の派遣に関し、必要な事項を定めるものと 教育主事補を含む。以下同じ。）の派遣に関し、必要な事項を定めるものとする。

する。

（名称） （名称）

第２条 前条の県教育委員会が市町村教育委員会に派遣する社会教育主事（以下「派遣社会教 第２条 前条の県教育委員会が市町村教育委員会に派遣する社会教育主事は、地域教育コーデ

育主事」という。）の市町村教育委員会における職名は、社会教育主事とする。 ィネーターと称する。

２ 前項の規定にかかわらず、県教育委員会及び市町村教育委員会は、派遣社会教育主事とい

う名称を通称として用いることができる。

（職務） （職務）

第３条 派遣社会教育主事は、緊急な課題である次の事項に重点を置きながら、派遣先市町村 第３条 地域教育コーディネーターは、緊急な課題である次の事項に重点を置きながら、派遣

教育委員会において社会教育行政及び生涯学習振興行政に関する事務に従事するものとす 先市町村教育委員会において生涯学習・社会教育の推進に関する事務に従事するものとする。

る。 （１）家庭、学校及び地域が連携協力した社会教育事業の推進

（１）家庭、学校及び地域が連携協力した社会教育事業の推進 （２）島根の地域の特性を生かしたふるさと教育の推進

（２）島根の地域の特性を生かしたふるさと教育の推進 （３）広域的な市町村の枠組みの拡大に対応した地域社会における人づくり、地域づくりの推

（３）広域的な市町村の枠組みの拡大に対応した地域社会における人づくり、地域づくりの推 進

進

（派遣） （派遣）

第４条 派遣社会教育主事の派遣を求める市町村教育委員会は、派遣申請書（様式第１号）を 第４条 地域教育コーディネーターの派遣を求める市町村教育委員会は、派遣申請書（様式第

県教育委員会に提出しなければならない。 １号）を県教育委員会に提出しなければならない。

２ 県教育委員会は、前項の派遣申請に基づき、必要と認めたときは、当該市町村教育委員会 ２ 県教育委員会は、前項の派遣申請に基づき、必要と認めたときは、当該市町村教育委員会

に派遣社会教育主事を派遣するものとする。 に地域教育コーディネーターを派遣するものとする。

（派遣の要件） （派遣の要件）

第５条 県教育委員会が前条の規定により派遣社会教育主事を派遣する市町村教育委員会は、 第５条 県教育委員会が前条の規定により地域教育コーディネーターを派遣する市町村教育委

次に掲げる要件を満たさなければならない。 員会は、次に掲げる要件を満たさなければならない。

（１）当該市町村教育委員会に、自らの任用に係る社会教育主事が置かれていること。 （１）当該市町村教育委員会に、その任用に係る社会教育主事が置かれていること。

（２）県教育委員会が市町村教育委員会に派遣する派遣社会教育主事が１の市町村教育委員会 （２）県教育委員会が市町村教育委員会に派遣する地域教育コーディネーターが１の市町村教

に２人以上である場合にあっては、当該市町村教育委員会に自らの任用に係る社会教育主 育委員会に２人以上である場合にあっては、当該市町村教育委員会にその任用に係る社会
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事が２人以上で別に定める数以上に置かれていること。 教育主事が２人以上で別に定める数以上に置かれていること。

２ 前項第１号の規定にかかわらず、派遣社会教育主事の派遣期間中に当該市町村教育委員会 ２ 前項第１号の規定にかかわらず、地域教育コーディネーターの派遣期間中に当該市町村教

の自らの任用に係る社会教育主事を置くことが確実であるときは、派遣することができるも 育委員会の任用に係る社会教育主事を置くことが確実であるときは、派遣することができる

のとする。 ものとする。

（任命） （任命）

第６条 派遣社会教育主事は、県教育委員会教育長（以下「県教育長」という。）が選考し、 第６条 地域教育コーディネーターは、県教育委員会教育長（以下「県教育長」という。）が選

県教育委員会が任命する。 考し、県教育委員会が任命する。

（身分） （身分）

第７条 派遣社会教育主事は、県教育委員会事務局職員の身分と派遣先市町村教育委員会事務 第７条 地域教育コーディネーターは、県教育委員会事務局職員の身分と派遣先市町村教育委

局職員の身分とを併せ有するものとする。 員会事務局職員の身分とを併せ有するものとする。

２ 県教育委員会及び派遣先市町村教育委員会は、派遣社会教育主事に対し、それぞれが社会

教育主事の発令を行うものとする。

（派遣の期間） （派遣の期間）

第８条 一の市町村教育委員会に派遣される派遣社会教育主事の派遣期間は、その者が当該市 第８条 一の市町村教育委員会に派遣される地域教育コーディネーターの派遣期間は、その者

町村教育委員会に派遣された時から４年以内とする。ただし、県教育委員会が必要と認めた が当該市町村教育委員会に派遣された時から４年以内とする。ただし、県教育委員会が必要

場合には、派遣先市町村教育委員会との協議により、派遣期間を延長することができる。 と認めた場合には、派遣先市町村教育委員会との協議により、派遣期間を延長することがで

きる。

（服務） （服務）

第９条 派遣社会教育主事の服務については、派遣先市町村教育委員会の規程に基づき、当該 第９条 地域教育コーディネーターの服務については、派遣先市町村教育委員会の規程に基づ

市町村教育委員会が監督するものとする。 き、当該市町村教育委員会が監督するものとする。

（勤務条件） （勤務条件）

第１０条 派遣社会教育主事の勤務条件について、県教育委員会の規程と派遣先市町村教育委 第１０条 地域教育コーディネーターの勤務条件について、県教育委員会の規程と派遣先市町

員会の規程との間に相違がある場合には、その都度協議して定めるものとする。 村教育委員会の規程との間に相違がある場合には、その都度協議して定めるものとする。

（分限及び懲戒） （分限及び懲戒）

第１１条 派遣社会教育主事の分限及び懲戒については、県教育委員会の規程に基づき、県教 第１１条 地域教育コーディネーターの分限及び懲戒については、県教育委員会の規程に基づ

育委員会が行う。 き、県教育委員会が行う。

（給与等） （給与等）

第１２条 派遣社会教育主事の給料及び手当（時間外勤務手当、休日勤務手当、宿日直手当、 第１２条 地域教育コーディネーターの給料及び手当（時間外勤務手当、休日勤務手当、宿日

管理職手当及び管理職員特別勤務手当は除く。）は、県教育委員会の規程に基づき、県が支 直手当、管理職手当及び管理職員特別勤務手当は除く。）は、県教育委員会の規程に基づき、

給する。 県が支給する。

２ 派遣社会教育主事の旅費及び社会教育活動に必要な経費は、派遣先市町村教育委員会の規 ２ 地域教育コーディネーターの旅費及び社会教育活動に必要な経費は、派遣先市町村教育委

程に基づき、当該市町村が支給する。 員会の規程に基づき、当該市町村が支給する。
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（経費の負担） （経費の負担）

第１３条 この要綱に基づき派遣社会教育主事の派遣を受けた市町村教育委員会は、その派遣 第１３条 この要綱に基づき地域教育コーディネーターの派遣を受けた市町村教育委員会は、

に要する経費の一部を負担し、県に納入するものとする。 その派遣に要する経費の一部を負担し、県に納入するものとする。

２ 前項の規定による負担金（以下「負担金」という。）の額は、地方交付税法（昭和２５年 ２ 前項の規定による負担金（以下「負担金」という。）の額は、地方交付税法（昭和２５年法

法律第２１１号）第２条に規定する単位費用に適用する単位費用積算基礎の前年度分都道府 律第２１１号）第２条に規定する単位費用に適用する単位費用積算基礎の前年度分都道府県

県分歳出の「派遣社会教育主事」の給与費の積算を基礎とし、前条第１項による給与等の１ 分歳出の「派遣社会教育主事」の給与費の積算を基礎とし、前条第１項による給与等の１人

人分の単価に、次項に定める定率を乗じて得た金額とする。なお、円未満の端数は切り捨て 分の単価の２分の１とする。

る。

３ 前項の定率は、市にあっては２分の１、町村にあっては４分の１とする。

４ 負担金は、毎年度９月及び３月に県教育長が発行する納入通知書により納入するものとす ３ 負担金は、毎年度９月及び３月に県教育長が発行する納入通知書により納入するものとす

る。 る。

５ 派遣社会教育主事が私傷病による休暇等により、１暦月の全勤務日の全日を勤務しなかっ ４ 地域教育コーディネーターが私傷病による休暇等により、１暦月の全勤務日の全日を勤務

た場合の負担金については、当該負担金の額を１２で除して得た金額に、該当月数を乗じて しなかった場合の負担金については、当該負担金の額を１２で除して得た金額に、該当月数

得た金額を控除した額とする。 を乗じて得た金額を控除した額とする。

（協定） （協定）

第１４条 県教育委員会は、派遣社会教育主事を市町村教育委員会に派遣するに当たって、当 第１４条 県教育委員会は、地域教育コーディネーターを市町村教育委員会に派遣するに当た

該市町村教育委員会と協議して協定を締結するものとする。 って、当該市町村教育委員会と協議して協定を締結するものとする。

（教育事務所長の対応） （教育事務所長の対応）

第１５条 教育事務所長は、派遣社会教育主事の円滑な派遣に資するため、次に掲げる事項に 第１５条 教育事務所長は、地域教育コーディネーター派遣事業の円滑な推進に資するため、

留意するものとする。 次に掲げる事項に留意するものとする。

（１）派遣社会教育主事の活動計画について、市町村教育委員会と密接な連携を図り、相互の （１）地域教育コーディネーターの活動計画について、市町村教育委員会と密接な連携を図り、

計画に食い違いが生じないようにすること。 相互の計画に食い違いが生じないようにすること。

（２）派遣社会教育主事の情報交換・連絡の日を月１回以上設けること。 （２）地域教育コーディネーターの情報交換・連絡の日を月１回以上設けること。

（派遣先市町村教育委員会教育長の対応） （派遣先市町村教育委員会教育長の対応）

第１６条 派遣先市町村教育委員会の教育長（以下「市町村教育長」という。）は、派遣社会 第１６条 派遣先市町村教育委員会の教育長（以下「市町村教育長」という。）は、地域教育コ

教育主事と協議の上、社会教育行政及び生涯学習振興行政を円滑に推進するため、地域にお ーディネーターと協議の上、円滑な地域の教育を推進するため、地域における連携を図る連

ける連携を図る連絡会議等を組織し、家庭、学校、地域の連携に係る推進体制の整備を図る 絡会議等を組織し、家庭、学校、地域の連携に係る推進体制の整備を図るものとする。

ものとする。

２ 市町村教育長は、派遣社会教育主事の職務の円滑な遂行に資するため、次に掲げる事項に ２ 市町村教育長は、地域教育コーディネーター派遣事業の円滑な推進に資するため、次に掲

留意するものとする。 げる事項に留意するものとする。

（１）市町村教育委員会の自らの任用に係る社会教育主事と派遣社会教育主事とが、互いにそ （１）市町村教育委員会の社会教育主事と地域教育コーディネーターが、互いにその専門性を

の専門性を生かし、相互の協力体制に基づいた活動が行われること。 生かし、相互の協力体制に基づいた活動が行われること。

（２）研修機会の提供等を適切に行うこと。 （２）研修機会の提供等を適切に行うこと。

（３）第９条に定める派遣社会教育主事の服務の監督に当たっては、執務が継続できない程度 （３）第９条に定める地域教育コーディネーターの服務の監督に当たっては、執務が継続でき

の支障が生じたときは、速やかに教育事務所長に通知すること。 ない程度の支障が生じたときは、速やかに教育事務所長に通知すること。
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（市町村教育長の報告等） （市町村教育長の報告等）

第１７条 市町村教育長は、事務の遂行に当たって、次に掲げる報告書等を提出するものとす 第１７条 市町村教育長は、事務の遂行に当たって、次に掲げる報告書等を提出するものとす

る。 る。

（１）派遣社会教育主事と協議の上、社会教育・生涯学習振興活動年間計画書（様式第２号） （１）地域教育コーディネーターと協議の上、生涯学習・社会教育活動年間計画書（様式第２

を作成し、教育事務所長を経由して県教育長に提出すること。 号）を作成し、教育事務所長を経由して県教育長に提出すること。

（２）社会教育・生涯学習振興活動月別実績報告書（様式第３号）を、月１回、翌月 15 日ま （２）生涯学習・社会教育活動月別報告書（様式第３号）を、月１回、翌月 15 日までに、半期

でに、半期別報告書（様式第４号）を 10 月末日までに、教育事務所長を経由して、県教 別報告書（様式第４号）を 10 月末日までに、教育事務所長を経由して、県教育長に提出す

育長に提出すること。 ること。

（３）社会教育・生涯学習振興活動年間実績報告書（様式第５号）を、翌年度４月末日までに、 （３）生涯学習・社会教育年間活動報告書（様式第５号）を、翌年度４月末日までに、教育事

教育事務所長を経由して、県教育長に提出すること。 務所長を経由して、県教育長に提出すること。

（４）その他必要に応じた関係書類 （４）その他必要に応じた関係書類

（その他） （その他）

第１８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、県教育長と市町村教育長が協議して定 第１８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、県教育長と市町村教育長が協議して定

めるものとする。 めるものとする。

附 則 附 則

１ この要綱は、平成２０年９月１８日から施行し、平成２１年度以降の派遣に関し適用する。 この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。

２ 従前の地域教育コーディネーター派遣事業実施要綱は、平成２０年度までの派遣に関し効

力を有するものとし、平成２１年度から廃止する。 附 則

この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則

１ 第１３条第２項に規定する負担金の額は、前年度の財政力指数（３ヵ年平均値）が県内町

村の平均値に満たない町村にあっては、「２分の１」を「４分の１」と読み替えて算出するも

のとする。

２ この要綱の改正後の規定は、平成２０年４月１日から施行する。


